
岩手県の再犯防止に係る
取組について

令和４年１月13日
岩手県保健福祉部地域福祉課
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・ 就労・住居の確保

・ 保健医療・福祉サービスの利用の促進

・ 学校等と連携した修学支援と非行防止等の促進

・ 犯罪をした者等の特性に応じた取組

・ 国及び市町村、民間団体等との連携による支援

1 岩手県再犯防止推進計画
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（２）重点項目

（１）計画期間

令和３年度から令和７年度までの５年間



• 就労・住居の確保

・岩手県農福連携応援マーク交付事業

農福連携に対する認知度の向上を図る

とともに農福連携への取組を応援すること

を目的として、県内で農福連携により生産

された商品に印字・貼付できるマークを交付。

・地域生活定着支援研修会

再犯防止推進計画の策定や被疑者・被告人等支援、重層的

支援体制整備事業の開始に伴い、これからの福祉的支援のあ
り方について検討することを目的に研修会を実施。

［令和３年７月２０日（火） オンライン・集合 開催］
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２ 取組内容



＜厚生労働省＞

社会・援護局長、障害保健福祉部長

老健局長、子ども家庭局長

＜国土交通省＞

住宅局長

＜法務省＞

矯正局長

保護局長

＜福祉関係＞

・全国社会福祉協議会

・一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク

・特定非営利活動法人ホームレス支援全国ネットワーク

・特定非営利活動法人日本相談支援専門協会（障害者関係）

・公益社団法人全国老人福祉施設協議会

・全国児童養護施設協議会

・全国母子寡婦福祉団体協議会（ひとり親関係）

・一般社団法人全国地域生活定着支援センター協議会
（矯正施設退所者関係）

＜住宅・不動産関係＞

・一般社団法人全国居住支援法人協議会

・公益財団法人日本賃貸住宅管理協会（日管協）

・公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会（ちんたい協）

・公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会（全宅連）

・公益社団法人全日本不動産協会（全日）

＜矯正・保護関係＞

・更生保護法人全国更生保護法人連盟

・認定特定非営利活動法人全国就労支援事業者機構

住まい支援の連携強化のための連絡協議会
○生活困窮者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭、刑務所出所者等のうち生活や住宅に配慮を要する方々の住まいの確保

や生活の安定、自立の促進に係るセーフティネット機能の強化に向けて、福祉分野・住宅分野等のより一層の緊密な連携を図る

ため、厚生労働省と国土交通省、法務省の関係局及び各関係団体による情報共有や協議を行うための標記連絡協議会を設置。

構成員
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２ 取組内容

出典：厚労省提供資料

• 就労・住居の確保



２ 取組内容
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• 保健医療・福祉サービスの利用の促進
［研修会・検討会等］

月 内容 開催方法

4/23 入口支援 集合

5/28 出口支援 集合

6/24 入口支援 集合

7/20 地域生活定着支援研修会 WEB/集合

8/26 地域生活定着支援専門研修会 WEB

9/30 更生支援ネットワーク 集合

10/28 被疑者等支援業務 集合

11/26 重層的支援体制整備事業 集合

12/16 運営協議会 WEB/集合

1/27（予定） 居住支援 -

2/24（予定） 入口支援 -

3/17（予定） 権利擁護 -



２ 取組内容
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• 保健医療・福祉サービスの利用の促進

重層的支援体制整備事業との連携



２ 取組内容
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• 保健医療・福祉サービスの利用の促進

薬物依存に関する広報啓発
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• 学校等と連携した修学支援と非行防止等の促進
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２ 取組内容

県立学校長会議及び県立学校副校長会議



・市町村における取組の促進

市町村保健・福祉主管課長会議において、以下の項目につい

て協力依頼。

○ 地方公共団体における再犯防止推進計画の策定

○ 再犯の防止等に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、

その地域の状況に応じた以下の施策を策定・実施

○ 福祉サービスや各種制度の利用支援業務への協力

○ 地域生活定着支援センターが主催するケース検討会議

への参加
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２ 取組内容

• 国及び市町村、民間団体等との連携による支援
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２ 取組内容

• 国及び市町村、民間団体等との連携による支援
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２ 取組内容

• 国及び市町村、民間団体等との連携による支援


